
鳥取県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成24年３月23日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県条例第８号

鳥取県特定非営利活動促進法施行条例の一部を改正する条例

鳥取県特定非営利活動促進法施行条例（平成10年鳥取県条例第20号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この条例は、特定非営利活動促進法（平成10 第１条 この条例は、特定非営利活動促進法(平成10

年法律第７号。以下「法」という。）の施行に関し 年法律第７号。以下「法」という。)第２章の規定

必要な事項を定めるものとする。 の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（役員の住所又は居所を証する書面） （役員の住所又は居所を証する書面）

第３条 法第10条第１項第２号ハ（法第34条第５項に 第３条 法第10条第１項第２号ハ（法第34条第５項に

おいて準用する場合を含む。）に規定する役員の住 おいて準用する場合を含む。）に規定する役員の住

所又は居所を証する書面は、次に掲げるとおりとす 所又は居所を証する書面は、次に掲げるとおりとす

る。 る。

(１) 略 (１) 略

(２) 当該役員が住民基本台帳法の適用を受けない

者であり、かつ、外国人登録法（昭和27年法律第

125号）の適用を受ける者である場合にあって

は、同法第４条第１項に規定する外国人登録原票

の記載内容を証明する市町村（特別区の存する区

域及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第252

条の19第１項の指定都市にあっては、区）の長が

発給する文書

(２) 当該役員が前号に該当しない者である場合に (３) 当該役員が前２号に該当しない者である場合

あっては、当該役員の住所又は居所を証する権限 にあっては、当該役員の住所又は居所を証する権

を有する官公署が発給する文書（当該文書が外国 限を有する官公署が発給する文書（当該文書が外

語で作成されているときは、翻訳者を明らかにし 国語で作成されているときは、翻訳者を明らかに

た訳文を添付したもの） した訳文を添付したもの）

２ 略 ２ 略

３ 第１項の規定にかかわらず、知事が住民基本台帳 ３ 第１項の規定にかかわらず、知事が住民基本台帳

法第30条の８第１項の規定により当該役員に係る本 法第30条の８第１項の規定により当該役員に係る本

人確認情報を利用する場合及び同法第30条の７第５ 人確認情報を利用する場合及び同法第30条の７第５

項の規定により他の都道府県の知事（同法第30条の 項の規定により他の都道府県の知事（同法第30条の

10第１項の規定により同項の指定情報処理機関に行 10第１項の規定により同項の指定情報処理機関に行

わせている場合にあっては、当該指定情報処理機 わせている場合にあっては、当該指定情報処理機

関）から当該役員に係る本人確認情報の提供を受け 関）から当該役員に係る本人確認情報の提供を受け

る場合は、前条の申請書には、第１項第１号に掲げ る場合は、第２条の申請書には、第１項第１号に掲



る書面を添付することを要しない。 げる書面を添付することを要しない。

（社員の表決権行使に係る電磁的方法）

第４条 法第14条の７第３項の条例で定める電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法は、次に掲げる方法とする。

(１) 電子情報処理組織を使用する方法のうち次に

掲げるもの

ア 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使

用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線

を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに記録する方法

イ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録された情報の内容を電気通信回

線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供

し、当該情報の提供を受ける者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに当該情報を記

録する方法

(２) 磁気ディスクその他これに準ずる方法により

一定の情報を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイルに情報を記録したもの

を交付する方法

２ 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの

記録を出力することにより書面を作成することがで

きるものでなければならない。

（事業報告書等の提出及び閲覧）

第５条 法第29条第１項の規定による書類の提出は、

毎事業年度初めの３月以内に行わなければならな

い。

２ 法第29条第２項の規定による書類の閲覧は、規則

で定めるところにより行うものとする。

（補正できる軽微な不備）

第４条 法第10条第３項（法第25条第５項及び第34条

第５項において準用する場合を含む。）に規定する

条例で定める軽微な不備は、内容の同一性に影響を

与えない誤記、誤字又は脱字とする。

（認証期間）

第５条 法第12条第２項（法第25条第５項及び第34条

第５項において準用する場合を含む。）に規定する

条例で定める期間は、１月とする。

（社員総会の議事録）



第６条 特定非営利活動法人は、書面又は電磁的記録

（法第14条の９第１項に規定する電磁的記録をい

う。）をもって社員総会の議事録を作成しなければ

ならない。

２ 特定非営利活動法人は、法第14条の９第１項の規

定により社員総会の決議があったものとみなす場合

は、当該社員総会の議事録に、次に掲げる事項を記

載しなければならない。

(１) 社員総会の決議があったものとみなす事項の

内容

(２) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(３) 社員総会の決議があったものとみなす日

(４) 議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

（定款の変更の認証申請及び届出）

第７条 法第25条第３項の認証を受けようとする特定

非営利活動法人は、規則で定める申請書に同条第４

項に定める書類（所轄庁の変更を伴う定款変更の場

合にあっては、法第26条第２項に定める書類）を添

えて、知事に提出しなければならない。

２ 法第25条第６項（法第52条第１項（法第62条にお

いて準用する場合を含む。）において読み替えて適

用する場合を含む。）の規定による届出は、規則で

定める届出書に法第25条第６項に定める書類を添え

て、知事に提出して行わなければならない。

（事業報告書等の提出）

第８条 法第29条（法第52条第１項（法第62条におい

て準用する場合を含む。）において読み替えて適用

する場合を含む。）の規定による事業報告書等の提

出は、規則で定める提出書に法第28条第１項に規定

する事業報告書等を添えて、毎事業年度初めの３月

以内に知事に提出して行わなければならない。

（事業報告書等の閲覧及び謄写）

第９条 法第30条の規定による書類の閲覧及び謄写

は、規則で定めるところにより行うものとする。

２ 法第30条の規定により書類の謄写を請求する者

は、規則で定めるところにより、当該謄写に要する

費用を負担しなければならない。

（合併の認証の申請） （合併の認証の申請）

第10条 略 第６条 略

（合併の場合の貸借対照表等の備置き等）



第11条 法第35条第１項に規定する貸借対照表及び財

産目録は、合併後存続する特定非営利活動法人及び

合併によって消滅する特定非営利活動法人について

作成し、同条第２項の規定により債権者が異議を述

べることができる期間が満了するまでの間、それぞ

れの事務所に備え置くものとする。

（認定の申請）

第12条 法第44条第１項の認定を受けようとする特定

非営利活動法人は、規則で定める申請書に同条第２

項各号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけれ

ばならない。ただし、法第45条第１項第１号ハに掲

げる基準に適合する特定非営利活動法人が申請をす

る場合には、法第44条第２項第１号に掲げる書類を

添付することを要しない。

（認定の公示）

第13条 法第49条第２項第５号（法第51条第５項、第

62条及び第63条第５項において準用する場合を含

む。）に規定する条例で定める事項については、規

則で定める。

（認定の有効期間の更新申請）

第14条 認定特定非営利活動法人は、法第51条第１項

に規定する有効期間の更新を受けようとするとき

は、規則で定める申請書に法第44条第２項第２号及

び第３号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなけ

ればならない。ただし、既に知事に提出されている

当該書類の内容に変更がないときは、その添付を省

略することができる。

（定款等の提出）

第15条 法第52条第２項（法第62条において準用する

場合を含む。）の規定による書類の提出は、規則で

定める提出書に同項に定める書類を添えて、知事に

提出して行わなければならない。

（役員報酬規程等の提出）

第16条 法第55条第１項（法第62条において準用する

場合を含む。）の規定による書類の提出は、規則で

定める提出書に同項に定める書類を添えて、毎事業

年度初めの３月以内に知事に提出して行わなければ

ならない。ただし、既に知事に提出されている法第

54条第２項第２号に掲げる書類の内容に変更がない

ときは、その書類の提出を省略することができる。



２ 法第55条第２項（法第62条において準用する場合

を含む。）の規定による書類の提出は、規則で定め

る提出書に法第54条第３項又は第４項に規定する書

類を添えて、当該書類を事務所に備え置いた後遅滞

なく知事に提出して行わなければならない。

（役員報酬規程等の閲覧及び謄写）

第17条 法第56条（法第62条において準用する場合を

含む。次項において同じ。）の規定による書類の閲

覧及び謄写は、規則で定めるところにより行うもの

とする。

２ 法第56条の規定により書類の謄写を請求する者

は、規則で定めるところにより、当該謄写に要する

費用を負担しなければならない。

（仮認定の申請）

第18条 法第58条第１項の仮認定を受けようとする特

定非営利活動法人は、規則で定める申請書に法第44

条第２項第２号及び第３号に掲げる書類を添えて、

知事に提出しなければならない。

（合併の認定の申請）

第19条 法第63条第１項又は第２項の規定により合併

について認定を受けようとする認定特定非営利活動

法人又は仮認定特定非営利活動法人は、第10条の規

定による申請書の提出と同時に、規則で定める申請

書を知事に提出しなければならない。

（内閣総理大臣から送付を受けた書類の写しの閲覧）

第７条 知事は、法第44条第１項の規定により送付を

受けた書類の写しについて閲覧の請求があった場合

には、規則で定めるところにより、これを閲覧させ

るものとする。

（情報通信の技術を利用する方法による手続等） （情報通信の技術を利用する方法による手続等）

第20条 法第74条に規定する手続については、規則で 第８条 法第44条の２の規定により、行政手続等にお

定めるところにより、行政手続等における情報通信 ける情報通信の技術の利用に関する法律(平成14年

の技術の利用に関する法律(平成14年法律第151号) 法律第151号)第３条から第６条までの規定により電

第３条から第５条までの規定を適用する。 子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法による場合に関し定める事項に

ついては、規則で定める。

２ 法第75条に規定する作成、備置き及び閲覧につい ２ 法第44条の３の規定により、民間事業者等が行う

ては、規則で定めるところにより、民間事業者等が 書面の保存等における情報通信の技術の利用に関す

行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に る法律（平成16年法律第149号）第３条から第６条

関する法律（平成16年法律第149号）第３条から第 までの規定により電子情報処理組織を使用する方法



５条までの規定を適用する。 その他の情報通信の技術を利用する方法による場合

に関し定める事項については、規則で定める。

（規則への委任） （規則への委任）

第21条 この条例に定めるもののほか、法及びこの条 第９条 この条例に定めるもののほか、法第２章の規

例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 定及びこの条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成24年４月１日から施行する。ただし、第３条の改正規定及び次項の規定は、同年７月９日

から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県特定非営利活動促進法施行条例第３条第１項第１号に掲げる書面には、改正前の鳥取県特定

非営利活動促進法施行条例第３条第１項第２号に掲げる文書を含むものとする。


